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　こ れ まで ， 教育社 会学者の 多 くは ， 教育改革に 強い 関心 を もち，それ に つ い て 論 じ

て きた 。 教 育改革に 積極的 に 関与 し ， そ れを方向づ け ， 場合 に よ っ て は 改革提案を試

みた教育社会学者 も， 少な くない
。 それ らの活動が ， 教育社会学の 研究成果 と研究者

と して の 識見に 基づ く限 り， 貴重 な貢献で あ り
， 注目に 値す る こ とは い うまで もな い 。

しか し ，
こ れを もっ て わが国の 教育社会学が教育改革を主要 な研究対象に し て き た

と ， 誤解 し て は な らな い
。 事実， 教育社会学の 研究対象 とし て教育改革を と りあげた

例は ， きわ め て 乏 しい
ω

。 研究は む しろ こ れ か ら始 ま る の で あ り， 本稿が試み るの は

その た め の第 1歩を進め る こ とで あ る。

　教 育改革 は ， 社 会学的に は ， 教育変動の うち ， 意図 され た教育構造 の 変動を意味す

る 。 した が っ て ， それは 教育変動 の
一

部分に すぎな い し ， また意図がそ の 通 りに 実現

す る保証もない 。 そ の 意味に お い て ， 教 育改革は 教育変動の
一

部分を方向づ け制御 し

よ うとす る試み で あ り， それに 対 して 過大な期待は もつ べ きで は な い
。 問題は ， 教育

変動で あ り， それ との 関連に お い て 教育改革を位置づ け る こ とで ある。 教育変動 の 社

会学は ，
こ れ ま で 畏い 間 ， 研究 の比較的乏 しい 領域であ っ た 。 ところが ， 過去 10年ほ

どの 問に ， 注目す ぺ き研究が い くつ か あ らわ れ て ， 教育社会学の フ ロ ン テ ィ ア の
一

つ

に な っ て い る
（2 ）

。
こ こ で は ， そ の 成果の

一
部を紹介 し検討 す る こ とに よ っ て

， 教育改

革を考察す る手がか りとした い
。

教育 シ ス テ ム の 「構造 形成」

　これまで ， 教育変動 ， と りわけ教育成長を説明す る仮説 とし て
， 人的資本仮説，消

費仮説 ， 近代化 仮説 ， 政 治的統合仮説 ， 被 会統制仮説 ， イデ オ ロ ギ ー伝播仮説 な ど

が ， それ ぞれ の ケ ー
ス に 対応 し て提起 されて きた 。 こ れ らの 仮説に よ っ て説 明で き る

事例は ， 特定の 国の 特定 の時期に つ い て 確か に 存在する 。 しか し ， こ れ らの 仮説が 次
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の よ うな問題点を も っ て い る こ とは ，
Archer，　 Margaret　 S．に よ っ て指摘され て い

る
〔3）

。 第
一一一e： ， 教育 シ ス テ ム は ，少な くと も部分的に は 全体社会に お ける 自律的要素

で あ り
，

よ り強力な過程や制度に 付随 して い るわ けで は な い 。 その 意味に お い て
，

こ

れ らの 仮説は その 点を考慮し て い ない 付帯現象説で ある。 第二 に ，
こ れ らは教育変動

を うみ だ す メ カ ニ ズ ム を ， 適切に 明細化す る こ とを回避 して い る 。 第三 に ， こ れ らの

仮説は ， な ん らか の 形 で 教育変動 を条件づ け る教育 シ ス テ ム の構造を ， 完全に 無視 し

て い る 。 第 四に ， 理 論的変数 として 時間を 適切に 取 り扱 っ て い ない 。 t1 に お け る出

来事 が ，
t2 に お ける結果を うみ ， それが t3 に おけ る変動を容易に し た り制約 した り

する 。 とこ ろが ， 時間に よ っ て
， 理論 の 修正が 必要に な る こ とを認め てい ない

。 第

五 に ， 構造 の 無視 と時間の 無視 とが 結び つ くこ とに よ っ て
，

「構造形成 （morphoge −

nesis ）」， 教育 シ ス テ ム それ 自体の 構造的精緻化 （structural 　 elaboration ）， 教育 シ ス

テ ム と社会の 他の 部分との関連の 変化を無視す る こ とに な る 。 そ の た め ， 社会経済発

展 の段階が異な る と ， 異 な る仮説が必要に な るか もしれな い とい う可能性が 考慮され

ない
。

　 同様な問題 は ， 構造機能分析に よ っ て ，教育変動を説明する 場合に つ い て も妥当す

る 。 構造機能分析に よれば，教 育変動は ，

一般 に 次の ような命題の 形に 整理 され る 。

〔1）教育 シ ス テ ム に は 達成 され るべ き目標が あ り， そ の 達成が志向され る 。 （2）教育 シ ス

テ ム の 諸構成要素は
， 目標達成に 貢献すれば存在が保証され ，

し な ければ否定され

る 。 （3）教育 シ ス テ ム の 構造が維持され る条件は ， その 教育 シ ス テ ム の 目標が達成さ れ

る こ とで ある 。 （4）  の 対偶を とる と ， 教育 シ ス テ ム の 目標が達成 され ない 場合に ，

教育 シ ス テ ム の構造が維持 され ない こ とに な り， したが っ て そ の 構造は 目標を達成 し

うる よ うに 変化す る こ とに な る 。 教育 シ ス テ ム の 目標 （機能的要件）が 単一
で は ない

た め に
， 目標達成の 判定が理 論的に は 不可能で ある とい う問題をひ とまず お くと して

も
〔4）

， 教育 シ ス テ ム が維持 ・存続し うるた め tlこ は ，
シ ス テ ム に 課せ られた 機能的要件

を 充足 しなけ れぼ な らない とい う理論的公準が 設定されて い る
。 現行の 構造の もとで

シ ス テ ム の 機能的要件が充足 されて い る限 り， 教育 シ ス テ ム は 存続す る 。 しか し ， 何

らか の 理 由で 機能的要件が充足されな くな る と ， 構造変動が生 じる こ とに な る 。 問題

は ， 構造機能分析に よ る構造変動の 説明は
， 教育 シ ス テ ム が機能障害に 陥る こ とを前

提 とす る 点に ある 。 した が っ て
，

「シ ス テ ム の 機能的 パ フ ォ
ーマ ン ス 能力を よ り増大

させ る とい う発展の 能動的性格」 が ， こ こセこ は 欠落す る 。 こ れ を解決す るに は ， 教育

シ ス テ ム モ デ ル の 中に ， 自己 の 再 組織化を担当す る よ うな部門を組み 込む こ とが考 え

られ る 。
つ ま り， 教育 シ ス テ ム の 「内部状態を 自覚 し ， 機能的 パ フ ォ

ーマ ン ス 能力の

増 大 とい う観 点か ら シ ス テ ム 状態を評価 し ，
シ ス テ ム の と る べ き方向を 決定 しそ の 構

造を修正 ・変革 して い く自己 組織化層」 を ，
シ ス テ ム に 内蔵 させ る とい うア イ デ ィ ア

カミ生ま れ る
（5 ）

。

　 こ の よ うに 考え る根拠 として は ，
Ashby ，　 W ．R ．の

， 次 の よ うな 説 明が ある 。 「系
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が ある意味で 「自己組織的」 で ある とい わ れ るた め に は ， その 「自己」 が拡大 され て

考 え られなければな らない 。 」「「自己組織的」 で ある とい う現象は ， 機械 S が も う
一

つ の 機械 （
一

つ の 部分）に 結合 さ れて い る ときに の み与え られ る 。 すな わち ，

『日
し たが っ て

， 部分 S が 「自己組織的 」で あ りうるの は ， 全体 S ＋ α の 内部に お い て で

ある 。 こ うい う部分的 ， か つ 厳密に 限定さ れた 意味に お い て だけ ， ある系が 自己矛盾

に 陥る こ とな く，
「自己 組織的」 で ある こ とを理 解で きる 。

（6）

」 こ うし て 固有の 意味で

自己 組織的た りえ ない シ ス テ ム を J 他の シ ス テ ム と連結す るこ とに よ っ て ， 自己組織

的に す る こ とが で きる。
こ の 方向を進め て ， 社会 シ ス テ ム を 自己組織系 とし て モ デ ル

化 し よ うとす る試み があるが ， 詳細はそれ に 譲 りた い
（7）

。

　重要な の は ， 「構造生成」 とい い 「自己 組織系」 とい うの は ， 自己 制御 ・自己 組織

化の 能力を 内蔵 して い る シ ス テ ム の 特性を ， 異な る側面に 注 目 して 表現 して い る とい

うこ と で あ る。 社会 シ ス テ ム が高度の 主体性 ， した が っ
て 高度な適応力を もつ こ とに

注 目し て ， 「構造生成」 メ カ ニ ズ ム を もつ とい う。 また ，
シ ス テ ム が環境 に は た らき

か け て 対象それ 自体を変え るばか りで は な く，
シ ス テ ム それ 自体が 自らの 仕組み に 修

正を 加 えて適応力を再編成 して い くもの を ， 「自己組織系」 と よぶ 。 問題は ， こ の 「自

己組織系」 あ るい は 「構造生成」 の 性質が 分析的論理 を容易に 受けつ けない こ とで あ

る 。 「自己組織系の モ デ ル とは ， その なか に シ ス テ ム と メ タ シ ス テ ム と メ タ メ タ シ ス

テ ム 等等を含ん だ知的構成物で あ り， ラ ッ セ ル の パ ラ ド ヅ ク ス と同 じよ うな論理 的難

点を含 ん で い る 。 」 そ こ で ， 「分析的方法の 重層化」 などの 工 夫に よ っ て近似接近す る

以外に道がない とい う
〔8）

。
こ の こ とは ， 社会現象の なか で 分析的論理に よ っ て 把握 し

がた い 現象に 対 して
， 自己組織系の 理 論 （もしあれ ば）が大 い に 役立 つ 可能性を 秘め

て い る とい うこ とで あ る 。 現在の と こ ろ ， こ の 可能性 は 実現に い た らず， 今後の 課題

に な っ て い る 。

　教 育 シ ス テ ム の 場 合に は ，
「自己組織化層」 とい うア イ デ ィ ア は ， と くに 斬新 な も

の とは い え ない 。 現行の 構造を修正 し再構造化す る機能を もつ 部門 とし て 教育行政を

設定するの は ， それ ほ ど的外れ では ない 。
こ の 部門は

， あ る ときは教育シ ス テ ム の 内

部 メ カ ニ ズ ム に 従 っ て 活動し
， また ある ときは教育 シ ス テ ム の 外部に 出て

， 多か れ 少

なか れ客観的な 目で 教育 シ ス テ ム を評価 ・診断す る 。
こ の 部門は ， 教育 シ ス テ ム とい

う位相集合 の 内点で も外点で もな く， 「境界点に 位置す る部門」 な の で あ る。 教 育 シ

ス テ ム に お け る こ の 部門の 違和感と取 り扱 い の 困難 さは ， ま さに こ の 点に 由来す る。

もち ろ ん ， 現実の 教育行政部門が ， 真 の 意味に お い て 「自己組織的」 で あ るか 否か に

つ い て は ， 経 験的に 検証 され るべ き問題 で あ る。
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教育変動 の葛藤理 論

教育変動を説明す る有力な理論 の
一

つ に ， 葛藤理 論に よ る説 明が あ る 。
Weber

，

Max に よれぽ ，社会を構成す る基礎的な単位は
， 共 通な文 化 を もつ 身分集 団 で あ る

とい う。 身分集団の 生 じる理 由 として ， 彼 は 次 の 三 つ を あげて い る 。 （1）経済的 条件 か

ら生 じる生活様式の 相違，  権力上の 地位か ら生 じ る生活状況の 相違 ，   文化的条件

ある い は 文化的制度 か ら直接生 じ る生活条件 の 相違で ある 。 社会の 中に は ， 富 ， 権力 ，

威信 とい うよ うな さま ざまな 「財」 をめ ぐる闘争が た え る こ とな く存在す る 。 権力 と

威信は 本来希少財で あ り， 富は権力 と威信 に しば しぼ付随 してい る 。 そ の た め， こ れ

らの 財 の 平等な分け前以上 の もの を要求す る もの が ご く少数で もで て くる と権力の減

少 ， 威信の 低下に 対抗す るた めに 支配的身分集団か らの 反 対闘争がひ きだ され る 。 そ

こ に 生 じる の は 個人間の 闘争か もしれない が，究極的に は 身分集団間の 闘争に 収れん

す る 。 こ うし て
， 富 ， 権力 ， 威信 をめ ぐる闘争は

， 組織間の 闘争 とな っ て あ ら わ れ

る。 これ まで の 歴 史を通 じて
， さま ざまな身分集団に 支配された 組織間の 闘争が存在

した 。

　Weber に よれ ば ， 教育 シ ス テ ム を形づ くるの は， 相対立す る利害で あ り， 構造機

能分析に お け る 「シ ス テ ム 自体 の 必要 （機能的 要件）」 で は な い 。 「経済と社会」 の な

か の 「教育 と訓練の 合理 化」 とい う 1 節に お い て
， 彼は教育 シ ス テ ム に 利害関係がい

かに 浸透 して い るか を 明 らか に して い る 。 「教養人」 とい う， 利害と最も関わ りの な

い よ うに み え る 「教育の 理想」 で さえ も，
「支配 の 構造と支配階層 の メ ン バ ーとな る

た め の 社会的条件 に よ っ て 」 規定 され て い る 。 同様に ， 「中国の 文人」 に つ い て の 言

及 の なか で
， 儒教的教育 の 特徴で あ る 「教養人」 も ，

つ きつ め て み る と 「支配階層の

抱い て い た教養 の理 想」 に よ っ て ， そ の 性格が決定 され て い た こ とを指摘 して い る 。

こ の よ うに
，

Weber の見方は ， 学校を 自らの 目的に 合わせ て 思い の ま ま に 形づ く

る ， 支配的集団 の もつ 権力を強調す る 。 こ の立場に た つ と， 集団の 利害が学校 シ ス テ

ム を 支配する理 念の 決定に かか っ て い るの で あ るか ら ，

一定の 理 念が決定され る過程

で さえ も，本質的 に 利害の対立 を含ん だ もの となる 。

　近代国家に よ っ て 国家 レ ベ ル に お け る教育 シ ス テ ム が 成立す る と ， 數 育 制度の 構造

は 法に よ っ て 規定 され ， 多か れ少なかれ政府 の 権力的な 統制の もとに お か れる 。 こ の

過程 は ， 後述す る とお り， 「教養人」 や 「中国の 文人」 の 場合 に くらべ て ， は るか に

複雑な様相 を呈 す るこ とに な る 。 それに もか か わ らず ， 教育 シ ス テ ム の 基底に は ，そ

れ を構成す る人間や組織の 間に 成立 し て い る既得権益 の 体系が ある こ とは
， 否定で ぎ

な い
。 人間や 組織は 相互 に 複雑な利害の ネ ッ ト ワ ー クを 結び

， そ れ が シ ス テ ム を安定

した もの に して い る 。 時間の 経過，
シ ス テ ム の 拡大 ・発展と ともに

， 利害の 体系は 次

第に 変化 し ， 内部で 微妙 な調整が行わ れ る こ とは ある 。 しか し ， 利害の体系を急激に

変化 させ る よ うな改革の 試み は ， 交渉過程 に お ける 力関係が維持 されて い る限 り， ほ
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とん ど実現 し ない 。 教育の全面的改革を大 きく掲げな が ら， 検討を重ね て い る うち

に
， 改革 の 内容が次第に 矮小化 し て くる の は ， そのた め で あ る。

教 育 シ ステ ム の 構造 変動

　 社会文化的 シ ス テ ム の もつ 「構造形成 」的な性格 ， すなわ ち時間 と共に 精緻 化す る

性格 こ そ基本的で あ る と考える と ， 重要なの は時間 と空間を こえ て 妥当する教育変動

の 一般理 論を追求す る こ とで は ない 。 葛藤理 論に よ る教育変動の 説明が ， い か に 説得

力を もつ よ うに み え る と して も， それ は 非常に 単純で ，例 外的 な状況に 限 られ る 。 交

互 作用 効果や フ n 一 ドバ
ッ ク効果が交錯するなか で

， 特定 の 要 因が最終的に 変動を も

た らしたか ど うか を ， 確定す る の は 難 し い 。 生産関係 ， 技術変化 ， 理 念 ・価値の 変化

な どに よる説 明に つ い て も，同様で あろ う。 む しろ ， 構造 と相互行為の 複雑な 相互作

用を時間的な変化 の 中で 把握 す るこ とが課題 に な る 。
Archer は

， 三 つ の 時期に わ け

て
， 教育 シ ス テ ム の 拡大過程を ス ケ ヅ チ して い る

（9）
。 彼女の 理 論的枠組は Weber 流

の 葛藤理 論に 基本的に 依拠 し ， それを現代化 してい る と こ ろに 特色 が ある 。 い ずれ に

して も， 教育 シ ス テ ム の 構造を重視 し ， 時 間的要素を モ デ ル に 組み 入れ て ， 教育変動

を説 明し よ うとい う， 彼女の ア イ デ ィ ア は ， 教育変動の 社会学を
一

歩進め る可能性 を

秘 め て い る 。

　教育 シ ス テ ム の 「構造形成」的な性格を考慮す る と， 教 育改革の 意味は ， それぞれ

の 段階に よ っ て
， 基本的に 異な る こ と に な る 。 こ の こ とは ， 過去 の 教育改革 の経験

が ， 現在の 教育改革に その ま ま妥当し ない とい うこ とで ある 。 過去 の 教育改革の 歴史

を詳細に あとづ ける こ とは 重要 な こ とで は あ るが ， こ の 点に 配慮 し ない と， 構造 と時

間 の 無視 とい う非難を避け られ な い
。 それ で は ， 現在 の第 3 期に お け る特徴は 何か 。

それ は ， 教育 シ ス テ ム が独 自の 生命を もち は じめ ， 社会制度 として の 独立性を強め
，

社 会の 他 の 部 門か ら規制 され る こ とが 少な くな る こ とで あ る 。 そ の 意味に お い て
， 非

誘導的変動の ウ エ イ トが 増大 す る 。 第 1期に お い て
， 教育の 支配を め ぐり利益集団間

の 葛藤がみ られ ， 近代国家の 主導に よ っ て 教育改革の さまざま な試み が提出 され実施

に 移さ れた 。

一般に 国民の 多 くは それ らに 無関心 で ， 限 られた層だけ が それを 支持 し

た 。 第 2 期に お い て は， 教育を 供給する 側 も需要す る側 も， 教育をめ ぐっ て 相互 に 働

きか け あ うよ うに な っ た 。 した が っ て ， 集団間の 交渉が ， 數育変動の 源泉 とな っ た 。

Archer に ょれば ，
こ の 交渉に は ， 次の 3種類が ある 。 第 1 の 外部取 り引きは ， 外部

の さ ま ざま な利益集団が ，
シ ス テ ム の 各部分 と直接に 交渉す る こ とを意味す る 。 第 2

の 内部的開始 とは ，教育関係 者が シ ス テ ム 内部か ら自 らの 利益 と権威を守 る た め に
，

交渉す る こ とを い う。 第 3 の 政治的操作 とは ， 中央 ・地方政府を経 由す る教 育変動の

交渉 で あ り，
こ れに よ っ て 利益集団は 政治領域に お け る権力に 比例 して ， 教育政策に

影響を及ぼ す 。 こ の よ うな過程 の なか で ， さ ま ざ ま な変動や 改革が導入 され た 。 第 3

期に お い て ， こ れ らの 交渉過 程 は 今や 巨大化 した 教育 シ ス テ ム の 申で 生 じる こ とに な
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り， 過程 自体が変形 し始め る 。 交渉の 基礎 として
， 交換 の もつ ウ エ イ トが減少す る傾

向が み られ る 。 教育 シ ス テ ム 自体が ， 自らの生産物の雇用者 として重要に な り， 教員

の 再生産が シ ス テ ム の 主要な課題 とな る。
これ らが結びつ い て ， 數育関係者は 自己規

定性を増大 させ ， 外部の 利益集団， と くに 影響力の 強い 富裕な経済集団の
， 外部か ら

の 「干渉」 は 従来に 比べ て 弱ま る 。 もち ろ ん ， 政 治体へ の 依存がな くな っ たわ けで は

な い し， 経済か らの コ ン ト ロ ール か ら自由に な っ た わ けで もない 。 しか し，
これ まで

内生的変動を抑制 して い た 要因が 大き く変化 した こ とは ， 否定で きな い 。 ア イ デ ィ ア

の コ ミ ュ
ニ ケ ーシ ョ

ン に よ る取 り引 きの 過程が ， 内部的開始に お い て 中心 に な り， 政

治的操作に お い て は ， 強制的規制の 比重が 大き くな る傾向が み られ る 。 外部の 利益 集

団だ けは ， 教育変動を もた らす主要 な過程 と して ， 交渉に 依拠 し続け る 。
こ うし て ，

教 育 シ ス テ ム に お い て ， 非誘導的な教育変動の ウ エ イ トが大き くな る と，
Archer は

考える 。

　 こ の 過程 は ， 集権的な シ ス テ ム と分権的な シ ス テ ム とで は 異な る。

　　　　　　　　　　　　　　　 こ の 関連を図示 した の が ，図 1 で あ る
（1D）

。 こ れに
　 　 　 集権的な シ ス テム

　　　　　　　　　　　　　　 よれば ， 教育 シ ス テ ム の 中で 自己 の 再組織化を 担当

分権的なシス テ ム

図 1

す る部 門として ，支配的 エ リー トが位置づ け られ て

い る 。 集権的 シ ス テ ム に お い て は ， それ が 中心 的な

役割を 演じて い る の に 対 し て ， 分権的な シ ス テ ム に

お い て は
， 外部の 利益集団 との 外部取 り引き，専門的

利益集団に お ける 内部的開始が加わ る こ とで
， 複雑

化 し て い る 。 集権的 シ ス テ ム に お い て は ， 政治的操

作が最 も重要で あ るが ， そ の 意味は 政治権力が どの

程 度閉鎖的か ， 開放的か に よ っ て異 な る 。 シ ス テ ム

が 閉 じてい れば ， 教員団体あ るい は そ の 他の 外部利

害集団が，政治的資源を動員 して それぞれ の 目的を

達成す る能力は 限 られ る 。 しか し ， 集権的 シ ス テ ム

が い か に 開 か れ て い る として も， それ が外部か らの

圧力に 対応す る傾向 も能力 も限 られ て い る 。 こ の シ

ス テ ム は ，単
一

化お よび 体系化を尊重す る の で ，漸進

的 な改革を 導入 す るこ とは で きない
。 そ の か わ り，

大 規模 な改革に 賭け る こ とに な る 。 した が っ て ， 変

革を避け る傾向が生 まれ ， そ の結果 ， 教育 シ ス テ ム

と環境 と の 間に ， 多か れ 少な か れ 絶え る こ との ない

緊張が存在 す る 。 支配層は
， 緊張の 緩和 に 努め る

が ， 成功す る とは 限 らない
。

こ うして ， 集権的 シ ス

テ ム で は ， 全面 的改革に よ っ て 区切 られ る長い 静止
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の 時期が ある 。 教育 シ ス テ ム の 発展は ，
ス ト ヅ プ ・ゴ ーの パ タ ー ン を示す 。

　分権的 シ ス テ ム に おい て は
， 外部取 り引きと内部的開始が重要に な る。 経済的資源

を もつ 集団は ， 従来 よ り もは るか に 強力 な影響力を もち ， 教員も自律性 と影響力を拡

大する 。 そ の 結果 ， 複雑な相互作用 パ タ ー ン が あ らわ れ ， 交渉あ るい は 交換の 結果 は
，

各集団 の 利用可能な資源 （専 門性 ， 威信 ， 組織的 ス キ ル な ど）に 依存す る。 権力の バ

ラ ン ス に 著 し い 移行が ない か ぎ り， 集権的 シ ス テ ム に 比べ て
， 多様性 と実験の 余地 は

大 き く， 教育 シ ス テ ム と環境の 間の 緊張は 小さい
。 そ の 発展 パ タ ー

ン は ， 進化的 ・増

分的 とい え る 。 こ れ が ，
Archer の 結i論の要約で ある 。

　こ の よ うな説 明は ・た しか に 興味深 い が ， 問題は い くつ か 残 っ て い る 。
Archer は ，

行為の 分析を基本的に は集団の レ ベ ル に 集中し て 行 っ て い る 。 個 人 が影響力を もつ と

した ら， それは そ の 個人が影響力の 強い 集団を 形成 し ， 参加 し ， 支持 して い るか らで

あ る と，彼女は 考 える 。 した が っ て ， 教 育 シ ス テ ム の 発農を規定す る の は ， それ を コ

ン ト ロ ール す る支配的集団 の 目標で あ るとい うこ とに な る 。 そ の た め に
， 彼女は 教育

シ ス テ ム の 変動に 関係 す る ， 重要なご つ の 行動様式を見落 とす こ とに な っ た 。

一
つ は

大規模化した 教育組織の 行動特性で あ り， もう
一

つ は
， 教 育サ ービ ス の 個人的消費

者 ・供給者 （生徒 ・学生 ， 父兄 ， 教師な ど）の 行動様式で ある
。 彼女は ， 行為 と構造

を統合する ア プ ロ ーチ を強調 し て い る 。 しか し
， そ の 意図を実現す るこ とに は ， 成功

して い ない よ うで あ る 。 第 3 期に お い て
， 内部的開始 の ウ エ イ トが 増大す る こ とを指

摘 して お り， 後に ， 個人 の 行為を 「第 1 次的行為」 とい う概念で 取 り入れ て い る 。 し

か し ， これ らに よ っ て は ， 教育 シ ス テ ム の 変動に 重 要な イ ン パ ク トを もつ 二 つ の 行動

様式を，十 分に 取 り扱 うこ とは で きない と思 われ る 。

教育組織の 特性

　教 育は ， 現在 ， 主 と して 大規模 な官僚制的組織に お い て行わ れ て い る 。 教育活動の

規模が拡大す る に つ れ て
， よ り高度 な レ ベ ル の 調 整 と コ ン ト P 一ル が 必要に な り， 官

僚制的 コ ン ト ロ ール があ らわ れ て ， これ らの 活動を効果的に 構造づけ る と ， ふ つ う考

え られ て い る 。 しか し ， 少な くともア メ リカに お い て は
， 教 育組織が ， と くに 教授内

容 ・方法に つ い て ， 密接な内部的調 整を欠い て い る こ とを示す デ ータ は 多い 。 教授活

動は ，組織的構造の 官僚制的 ・集団的側面の い ずれに お い て も， そ れ らの コ ン ト ロ ー

ル を免れ る傾向を もつ
。 組織的構造は

， 制度的 「神話 」の 成 立 と共に ， 創 出 され精緻

化 さ れ る 。 そ し て ， 制度的な文脈に お い て ， 組織の 行為は こ れ らの 「神話 」 を支持 し

なければな らない
。 しか し ， 組織は また実際的活動に も注意を払 わ なけれ ば な ら な

い 。 相容れ な い これ ら二 つ の 要求 を安定的に 解決す る た め に は ， い くつ か の部分的な

工 夫がある 。 最 も確実 なの は
， 組織を 「緩 やか な連結 （100sely　coupled ）」 状態に 維 持

す る こ とで あ る 。 現代 の 教育組織の 特性 を示 す 「緩やか な連結」 とは ，構造が技術的

（作業）活動か ら切 り離 され ， 活動がそ の 効 果か ら切 り離 され る こ とを意味す る
〔m

。
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　 こ の 概念を さ らに 拡張 して ， 大規模 な教育官僚制 の 成 立 に 伴い ， 教授活動お よびそ

の 成果が コ ン ト ロ ール も監視 もされ ない ま まに 維持され る理 由に つ い て の 説 明を提供

した の が
，
Meyer 　 and 　 Rowan （12）

で ある
。 彼 らは

， 教育官僚制が 近代社会に お け る

資格付与機関 として 出現 した こ とに ， 注 目す る 。 そ こ に お い て は
， 標準 タ イ プ の カ リ

キ ュ ラ ム お よび 教師を 利用 し て
， 標準化 され た タ イ プ の 卒業生 が生 産 され る 。 彼 らは

そ の 学歴資格に 基づ い て ， 経済的 ・階層的 シ ス テ ム に お ける地 位に 配分 され る 。 特定

の 儀礼的分類 （教員資格 ， 専攻 ・学年 の 要件な ど）に つ い て の コ ン ト ロ ー
ル に 関 して

は ， 教 育組織は 緩やか で は な く， 緊密に 組織化 され て い る 。 そ の 理 由は ，
こ れ らの標

準化 された カテ ゴ リーが ， 学校 の 内部活動に 意味 と定義を与え る か らで ある 。 儀礼的

分類の 要素は ， 法的 ・規範的 ル ール の 中に 制度化され て お り， 現代社会の 教育理 論 ・

イデ オ ロ ギ ーの 基 本的 部分を構成 す る 。 学校は ，それ らに 従い ，それ らを組 み入 れ て ，

そ れ らを コ ン ト n 一
ル す る こ とに よ っ て ， 巨大 な資源を獲得す る。

　 ア カ ウ ソ タ ピ リテ ィ強調 へ の 一
時的移行に もか か わ らず ， 学校は 教授活動ある い は

ア ウ トプ ッ トをそれ ほ ど頻繁に は コ ン ト P 一ル しない 。 第 1 の 理 由は ， それ らを綿密

に 監督す る と， 矛盾や非効率性が あ らわに な り， 官僚制的規則に 従 うこ とを抽象的 ・

非強制的 に 要求す る よ り， は るか に 不 安定に な るか らで あ る 。 第 2 に
，

ア メ リ カ で は

中央集権的な政府 ・専 門職団体の コ ン ト ロ
ー

ル が 弱い か らで ある 。 教授活動お よび ア

ウ トプ ヅ トに 対 して 中央集権的な コ ン ト ロ ール を 名 目的に 維持す る こ とに よ っ て ，教

授活動の 内容 や効果の 地 域 的変異 を 目立 た な くして ， 抽象的 な儀礼的分類 に つ い て の

社会的 コ ン セ ン サ ス を維持し，同時に 教授活動を地域 の 事情 に 適合 した もの に で ぎる 。

　 ア メ リ カ の 状況で は ， 教育の 理論 ・イ デオ ロ ギ ーの 指示 す るこ とを教授活動と密接

に 結び つ け よ うとす る試み は 葛藤 と矛盾を生み だ し ， 儀礼的分類の 意味を疑わ せ ， そ

の 価値を低下 させ る 。 した が っ て
， 教 育 関係者 （お よび そ の 社 会 的環境）は

， 儀礼的

構造 と教授活動 ・成 果を 「脱連結 （decouple）」 させ ，　 「信用の 論理 （logic　 of 　 con −

fidence）」 に 訴える 。 教育組織の 下位の レ ベ ル に お い て 生 じて い るこ とに は 意味があ

り， 規 則に 従 っ て い る と仮定 し ， 矛盾や非効果を発見 し， そ の 責任を と るこ とに なる

よ うな監視は 避ける 。 こ うして教 育組織は 普通に 考え る よ りは は るか に ス ム ーズ に 作

用 し， さま ざまな地 域社会や 国家 か ら高 い レ ベ ル の 外的 支持を獲得 し て ，教育 組織が

雇用 し生 産す る人 々 の 儀礼的 カ テ ゴ リ
ー

の 意味 と威信を 最大化す る 。

一・般 tt， 官僚制

組織は
， 組織が巨大化すればす るほ ど， 実体を外面か ら分離 さ せ る こ とに よ っ て

， 組

織の 存立 ・維持を は か る と考 え られ る 。

　学 校の フ ォ
ー マ ル な構造 （そ の 儀礼的分類）が，技術的活動お よび 成果か ら 「脱連

結」 され る の は ， と りわ け ア メ リカ に お い て 特徴的な 現象な の か もしれ な い 。 しか

し ， 中央集権的なシ ス テ ム を とるわ が国に お い て も， 教育組織が 「緩や か な連結」を ，

部 分 的に は 「脱 連結」 を示す こ とは ， 否定す る こ とは で きな い 。 教育組織 の こ の よ う

な特性を 考慮す る と， 教育改革を従来 とは 異な る角度か らなが め る こ とが で きる 。 教
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育 改革論者は ，学校が時代に 遅れ て お り， 適 当な ア ウ トプ ヅ ト尺度 ， 評価 シ ス テ ム
，

欄御構造に よ っ て 合理 化 され なけれ ば な らな い 組織で あ り， した が っ て 伝統的 タ イ プ

の 権 威に 依拠す る シ ス テ ム で ある とみ る 。
こ の よ うな改革観の 問題は ， 教育 シ ス テ ム

が合理 化の 方向に 不可避的に 前進 して い くこ とを信 じて い る点に ある 。 しか し， 教 育

シ ス テ ム は ， 教授活動に 対する監視 ， 評価， 調整 ，
コ ン ト ロ ール を導入 す る革新 を体

系的に 排除す る よ うに対応するの で あるか ら， それが 改革を迫 られ る 時代遅れ の 遺物

で ある とは い うこ とは で きない 。 い ずれ に して も， 教育の コ ン ト ロ ー
ル が弱い の は ，

ア ウ トプ ッ ト尺度を欠 くた め で ある とみ るの は ，誤 りで ある 。 生 徒を評価す る の と同

じエ ネ ル ギ ーが ， 教師 ， 学校 ， 学校 シ ス テ ム の パ フ ォ
ー

マ ン ス を評価するの に
， 投入

され る こ とは 希で ある 。

　 こ の よ うな観点に 立 つ と，教育組織を 「科学的合理 性」に よ っ て ， よ り効率的に 規

翻 で きる と考え る こ とは で きない 。 そ れを 強引に 試み よ うとす るな らぱ ， 教育組織に

混乱 とま ひ を生 じさせ るだ けに な るか も しれ な い 。 規制が 及ぶ の は
， 学校の フ ォ

ーマ

ル な構造の レ ベ ル に とどま り， 組織の 下位 の レ ベ ル に は 達 し ない 。 こ うし て
， 教育改

革が実施に 移 された とし て も， 構造 と過程の 「緩や か な 連結」 の た め に
， 技術的活動

の レ ベ ル に は 必 ずし も浸透 しない 。

教 育改革 の 「思 わ れ ざ る効果」

　教育 改革が仮に 実施に 移された として も， そ の実施過程 に お い て
， 必 ず しも意 図 さ

れた とお りの 変化が 生 じる とは 限 らない 。

『
意図 され も予期 され もしない 効果が生 じる

こ とが ある 。 それ は ， 次の よ うな場合に 生 じる。 行為者が 自立性を もち ， 限 られた 視

野の うち で は あるが ， 合理 的な計算 と配慮 の もとで 行動 し ， しか も， 行為者は シ ス テ

ム の構造を知 らず， また知 っ て い た として も， 全 体の レ ベ ル で 生 じる結果を コ ン ト ロ

ール す る手段を もた な い 場合で あ る 。 組織化 され て い な い が ， そ の 行為が相互 に 規定

し合 っ て い る ，
こ の よ うな行為者の 集合か ら構成 される 「相互依存 シ ス テ ム 」 の 構造

か ら，
「思われ ざる 効果」が 出現するこ とは

，
Boudon

，
　 Ray 皿 。nd の 指摘す る とお り

で ある 。
こ の 「相互依存 シ ス テ ム 」 の構造に よ り，

シ ス テ ム 内の 行為者た ちの 行為が ，

行為者自身に は ねか え るこ とに な り， 扇 動効果を生 じさせ るの で あ る 。

　 こ の よ うな例 と して ，
Boudon が 「機 会の不 平等」に お い て 彼 の モ デ ル に よ る シ ミ

ュ レ
ー

シ ョ ン に よ っ て 示 した もの が ある 。 進学率が高ま り， 教育機 会の 均等化は 進ん

だ として も， 社 会移動 の 増大 ， 社会的機会の 均等化を もた らす こ とがほ とん ど期待で

きない 理 由を ， 彼は 次 の よ うに 説明 して い る。 よ り高い 学歴 を獲得する こ とは ， 高い

学歴が 高い 地位 ・所得 （期待 ）と結 び つ い て い る限 り， 個人 に とっ て 有利に な る こ と

は 確か で あ る 。 しか し ， すべ て の 人が 同 じこ とを行 うと ， 目標 とされ た 有利な利益は

相互 に うちけ され ， 消滅 し て し ま う。 高い 学歴を え て社会的 ・職業的地位を 求め る人

び とは ， 相互依存的な関係に あ り，

一
つ の シ ス テ ム を な して お り，

こ の 相互依存 シ ス
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テ ム の 構造が 「思わ れざる効果」 を出現 させ る と，
Boudon は 考え る 。 「こ うし て ，

モ デ ル に よ っ て 示 され る相互依存構造の 論理 が意味す る の は ， 優先権 として の 学歴

は ， 高 い 社会的地位の 獲得の た め に
，

ま すま す必要に な る と同時に ます ます十 分で は

な くな る とい うこ とで ある。 個人が低い 地位に つ くチ ャ
ン ス は ， 高学歴 とい う優 先権

を もた ない な らば ， 時間 と共に 増加す る 。 しか し ，
こ の 優先権を もっ て い る とし て

も， 高い 社会的地 位を獲得す るチ ャ
ン ス も， 同時に 減少する傾向に ある

〔13）
。 」 相互依

存 シ ス テ ム に お け る ，
こ の よ うな 「思われ ざる効果」 は ， 全体的 な社会の レ ベ ル に お

い て も生 じる し，きわ め て ミ ク ロ な 日常生 活の レ ベ ル に お い て も生 じる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　Boudon は ， 相互依存シ ス テ ム の 「思われ ざる効

（d）

図 2

　　果」か ら， 社会変動に つ い て の 記述 モ デ ル を導い て

（e） い る
（14）

。 こ こ で は ， 教育変動に 焦点をあて なが ら，

　　要約 して み よ う。 環境 ， 相互作用 シ ス テ ム ， ア ウ ト

　　 プ ッ トの 三 つ の変数群 の 関係を ， 図 2 の よ うに 示す

　　 こ とがで きる 。 （a）環境か ら相互作用 シ ス テ ム に 至 る

（c） 因果関係， （b）相互作用 シ ス テ ム か らア ウ トプ ッ ト に

　　至 る因果関係は ， い ずれの 場合 に も存在す る 。 （c ），

　　（d）， （e＞は， フ ィ
ー ドバ

ッ ク 効果とよばれ ， （c）は ア ウ

　　 ト プ ッ トか ら相互作用 シ ス テ ム に ， （d）は ア ウ ト プ ッ

　　 トか ら環境に ， （e）は 相互作用 シ ス テ ム か ら環境に も

ど っ て い く。
こ の フ n 一 ドバ

ヅ ク の 因果関係の 存在 ・非存在に 注 目す る と， 教育変動

の 過程をい くつ か の タ イ プ に 分類す る こ とが で きる 。 第
一

の タ イ プ は ，
ア ウ ト プ ッ ト

が相互作用 シ ス テ ム に 対 して ， ま た 相互作用 シ ス テ ム が環境に 対 して ， ま っ た くフ ィ

ー ドバ
ッ ク しな い 場合で ある。

こ の 場合に は
， 単純な反復的 ・再生産的な過程が 生 じ

る 。 ag　1 の タ イ プは ，
ア ウ トプ ッ トが相互 作用 シ ス テ ム に フ ィ

ー ドバ
ッ ク す る場合で

あ る 。
こ の 場合は ， 環境を直接的 ， 間接的に 修正す る こ とな く，

一方向へ の 進化が加

速 され る累積的過程 とな る 。 第 3 の タ イ プは ，
ア ウ トプ ッ トない し相互作用 シ ス テ ム

が ， 環境その もの ヘ フ n 一 ドバ
ッ ク し て い き， 過程 その もの を変化 させ る場合で あ

る 。
Boudon は ，

こ れ を変換過程 とよ ん で い る 。 こ こ で 重要 なの は ， こ の 第三 の タ イ

プで ある 。 こ の 場合 ， 改革を 意図 した 過程そ の もの が ，
フ ィ

ー ドバ ッ ク を うけた環境

の 影響を うけて 再び変化 して し ま う。 ま た もとに もど っ て し ま う場合 もあ る 。

　 こ の 教育変動 の 変換過 程は ， 教 育改革がな ぜ所期 の 目的 を達成 で きない か を理 解す

る有力な手が か りに なる 。 部分的な教育改革は しば しば実施に 移 され ， な ん らか の イ

ン パ ク トを もつ
。 しか し ， そ の 効果 もや がて 変換過 程 の 中 に 吸収 され ， 解消 され て い

くこ とが多 い
。 む し ろ ， 改革が成 功 すれ ぽす るほ ど，ア ウ 1・プ ヅ トない し相互作用 シ

ス テ ム が環境に フ n 一 ドバ
ッ ク して い き ， 環境そ の もの を変化 させ て しま う。 こ うし

て ， 「思わ れ ざる効果」が 生まれ ， それを取 り除 こ うとす る試み は ， 新た な 「思われ
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ざ る効 果」 を生 み 出す 。 し た が っ て ， 新 し い （ある い は 以前 と同 じ）問題が発生する

こ とに な り， 改革は 挫折す る 。 改革の 挫折が ， 改革の 繰 り返 しを生み 出す 。

教 育計 画に お け る政 治過程

　教育組織の 「緩や か な連結」 や教育改革の 「思われ ざる効果」 に 対 して ， 教育計画

は 「合理 的」 に 対応 する こ とが で きる だ ろ うか 。 それ が きわ め て 困難で あ るの は ， 教

育 計画 自体が ， 政治過程 と技術 過程か ら構成され ， か な らず し も 「合理 的」 とは い え

ない か らで あ る 。 技術過程 は，予測 ，
モ デ ル 作成，教育政策分析な ど ， 政治的価値判

断を含 まな い 技術的な作業 を い う。 そ れ に 対 して ， 政治過程は ， 政策の 目標 お よび手

段 の 選択 ， 教育をめ ぐる集団間の 利害 の 調整 ， 政府省庁間の 権限の 調整 ， 政策 の 実施

な ど ， 政治的次元の 問題を扱 う。 した が っ て ， 政治過程は 立 案段階に お い て も ， 実施

段 階に お い て もあ らわ れ る 。 立案段階 の政治過程に お い て ， なん らか の 仕方で 政策 の

目標 と手段 が 決定 され ， 技術過程 に お い て ， それ を受け取 り， 計画 技術 ・モ デ ル を通

じて 整合 的な答えが提出され る。 実施段階に お い て ，整合化さ れた 政策 パ タ ー
ン が ，

な ん らか の形 で政治過程を経 由し て ， 実行 され る こ とが期待され る 。 教 育計画 に お げ

る政 治過程 の 重要性 に つ い て は ，
わ が 国で は 強調され る こ とが少なか っ た の で

， と く

に 注意 して お きた い
。

　 1970年前後を境に ， 教育計画論 の基本的 卜
一

ン が ， それ まで の オ プテ ィ ミ ズ ム か ら

ペ シ ミ ズ ム へ と変化 した とい われ る 。 そ の 主要 な理 由の
一

つ は ， 社会の さま ざまな階

級
・階層 ， 集団 ・団体が ， それぞれ の 利害関係に 基づ い て 支持 して い た ， 教育 の 拡大

とい う共通 目標が崩れ て きた こ とで あ る 。 目標が 一
致 して い る 限 り， 闇題は それ を

「操作化」す る と い うテ ク ノ ク ラ テ ィ ッ ク な作業が中心 とな る 。 各種の 計画技術 ・モ

デ ル が 研究 され開発され た の は ， そ の時期 で あ っ た 。 しか し ， 共通の 目標が失わ れ る

と， と りわ け教育資源の 制 約 の 下 で ， 既 得権益をめ ぐっ て 対立 す る利害集団 の 相互行

為 か ら政策決定に 至 る政 治過程が ， 教 育計 画 の 焦点 とな る 。 それ に 伴い ， 計画 モ デ ル

の 洗練，予測技術の 改良な どの 実践的意義が急速 に 低下 す る 。

　 わが国で も，政府お よび 地方 自治体に お い て ， 1950年代か ら教育計画策定の た め の

努力が 続け られ て ぎた。欧米 で の 研究動向の 紹介 を含め て ，教育計画の 研究 も進め ら

れた 。 しか し ， 技術的に 洗練 され た計画 技術 ・モ デ ル が求め られ る こ ともな く， 実 際

に も利用 され る こ と もほ と ん どなか っ た 。 そ れに は ， さま ざまな理 由が 考 え られ る 。

そ の 一
つ は ，わ が国 で は ，教 育計画 策定過程に お い て ， 政治過程 の ウ エ イ トが一貫し

て 大 ぎか っ た こ と ， わ が 国の 教育計画 は ，
マ ク ロ 的整合性に 多 くの 問題を残 し な が

ら，それ ぞれ の 問題状況に 対応 し て 政治 的 な政策決定を行 っ て ぎた こ とを指摘する こ

とが で きる 。

　教育変動の 社会学は
，

そ の 内容が 充実す る に 伴い ， 教 育計 画の 基礎理 論 と して きわ

め て 有効 とな る と信 じ られ て い た 。 しか し ，
こ れ まで の 紹介か ら推測 で き る よ うに ，
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教育変動の 社会学は教育計画 の 「合理 化」 を推 進する方 向に 進ん で い ない 。 む し ろ ，

合理 的に 行動 し よ うとして ， 結果 として非合理 な状況をつ くりだ す教育現象を ， 明る

み に だ す こ とに な っ た 。 教 育変動の 社 会学が，
こ れ まで 「科学的合理性」 を尊重す る

あま り， 非合理 な もの を捨象して きた とすれ ば， 最近に お け る展開の 意義は 大 きい 。

教育変動に つ い て の さま ざ まな理 論 ・モ デ ル を ， 経験的あるい は現実的な もの と して

で は な く， 知的構成物 として 正当に 位置づ ける こ とが で きる 。 そ の意味に お い て ， 教

育変動 の 現実 に よ り接 近す る こ とに な るか らで あ る 。
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